
 

 

 

第６９号議案 児童自立支援施設に係る事務の委託について 

 

１ 提案理由 

  児童福祉法施行令第３６条の規定により、児童相談所設置市は児童自立支援施設を設

置しなければならないが、人材育成や施設整備の点において、早急に設置することは困

難であることから、児童自立支援施設に関する事務の管理および執行について地方自治

法第２５２条の１４第１項の規定に基づき東京都へ委託する。 

  委託に伴う規約の制定について、東京都と協議するため、地方自治法第２５２条の１

４第３項により準用する同法第２５２条の２の２第３項の規定に基づき、議会の議決を

求めるものである。 

 

２ 児童自立支援施設について 

⑴ 概要 

児童福祉法第４４条に規定する、不良行為をなし、またはなすおそれのある児童およ

び家庭環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所させ、または

保護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自立を支

援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設 

⑵ 都立の児童自立支援施設 

萩山実務学校（東京都東村山市１丁目３７番１号） 

誠明学園（東京都青梅市新町３丁目７２番１号） 

 

３ 委託概要 

⑴ 委託事務の範囲 

児童自立支援施設に係る事務の管理および執行 

⑵ 管理および執行の方法 

都の条例および規則その他規程の定めるところによる 

⑶ 経費の負担 

委託事務の管理および執行に要する経費は、区の負担とする 

   

４ 規約案 

別紙のとおり 

 

５ 施行期日 

令和６年１０月１日

文 教 委 員 会 資 料 
令 和 ６ 年 ７ 月 １ 日 
子ども未来部子ども育成課 



 

品川区の児童自立支援施設に係る事務の委託に関する規約（案） 

 

（委託事務の範囲） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第１項の規定

に基づき、品川区（以下「甲」という。）は、児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第４４条に規定する児童自立支援施設に係る事務（以下「委託事務」

という。）の管理及び執行を東京都（以下「乙」という。）に委託する。 

（管理及び執行の方法） 

第２条 委託事務の管理及び執行については、乙の条例及び規則その他の規程 

（以下「条例等」という。）の定めるところによるものとする。 

（経費の負担） 

第３条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、甲の負担とする。 

２ 前項の経費の額及び交付の時期は、甲と乙とが協議して定める。この場合 

において、乙は、あらかじめ委託事務の管理及び執行に要する経費の見積り 

に関する書類を甲に送付するものとする。 

（収入の帰属） 

第４条 委託事務の管理及び執行に係る使用料及び手数料並びに財産収入及び 

諸収入は、全て乙の収入とする。 

（収入及び支出の経理） 

第５条 乙は、委託事務の管理及び執行に係る収入及び支出について経理を明 

確にしておくものとする。 

（収入及び支出の精算） 

第６条 乙は、毎年度終了後、速やかに委託事務に係る収入及び支出の精算を 

行い、その明細を甲に通知する。 

（条例等の制定又は改廃の場合の措置） 

第７条 委託事務の管理及び執行について適用される乙の条例等が制定され、

若しくは廃止され、又はその全部若しくは一部が改正された場合においては、

乙は、直ちにその旨を甲に通知するものとする。 

（委託事務の廃止に伴う決算処理等） 

第８条 委託事務の全部又は一部を廃止する場合においては、当該委託事務の 

管理及び執行に係る収入及び支出は、当該廃止の日をもってこれを打ち切り、 

別紙 



 

乙がこれを決算する。 

（委託事務の管理及び執行の細目） 

第９条 この規約に定めるもののほか、委託事務の管理及び執行に関し必要な 

事項は、甲と乙とが協議して定める。 

附 則 

 この規約は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

 


